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のドイツにつぎ世界史上第 2 位)があったが，解放後 3 年間(国民経済復興期)に完全に克服
され，物価は安定し，経済は目覚ましい発展を遂げた。




平に主導権が移り， 1978年12月 11期 3 中全会で従来の社会主義計画経済体制が根本的に見直さ
第 1 表 1951年以降の全国消費者物価指数
暦年 (前年=100) 0978 = 100) 暦年 (前年二 100) (1978=100) 
1951 112.3 1976 100.3 
1952 99.6 1977 102.0 
1953 103.4 1978 10. 7 100.0 
1954 102.3 1979 102.0 102.0 
1955 101. 1 1980 106.0 108. 1 
1956 100.0 1981 102.4 110.7 
1957 101. 5 1982 101. 9 112.8 
1958 100.2 1983 101. 5 114.5 
1959 100.9 1984 102.8 117.7 
1960 103.1 1985 108.8 128.1 
1961 116.2 1986 106.0 135.8 
1962 103.8 1987 107.3 145. 7 
1963 94. 1 1988 118.5 172.6 
1964 96.3 1989 117.8 203.3 
1965 97.3 1990 102. 1 207. 6 
1966 9. 7 1991 102.9 213.6 
1967 99.3 1992 105.4 25. 2 
1968 10. 1 1993 113.2 254. 9 
1969 98. 9 1994 121. 7 310.7 
1970 9. 8 1995 114.8 356. 1 







































































































暦年 全国平均 固有企業 郷鎮企業
1978 10 10 10 
1980 135.8 134.0 144.2 
1983 164.3 159. 6 186. 1 
1984 199.2 186.9 253. 5 
1985 243.1 27. 2 311. 7 
1986 291. 7 274.9 362. 1 
1987 30. 7 311. 4 408.3 
1988 407.1 385. 6 486.6 
1989 460.3 437.4 533.3 
1990 518.7 495. 9 579.8 
191 584.3 553.6 657.3 
1992 692.4 659.4 741. 7 






















ある。中国のGDP は1992年以来，連続して10%以上の成長を示している。第 3 表は，張漢亜
論文から借用してきたインフレと GDPの相関表である。
第 3 表から，一般的な途上国における GDPの増大率と物価上昇率との相関関係に次のよう
な法則性がある。つまり，発展途上国は，経済成長率も大きいが，それに比例して物価上昇率
も高くなることを免れない。中国もその例外ではないことが判る。
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第 3表物価上昇率と GDPの対照表 0981-94年，単位前年比%)
GDP増大率 全国消費水 工業製品工 農産物買入 全国小売物暦年 (名目) 賃金増大率 準上昇率 場渡し価格 価格上昇率 価指数上昇上昇率 率
1981 4. 5 6. 2 6. 9 o. 2 5. 9 2. 4 
1982 8. 2 7. 6 5. 1 -0.2 2. 2 1.9 
1983 10.2 6.0 6. 8 -0.1 4.4 1.5 
1984 14.5 21. 3 11. 0 1.4 4.0 2. 8 
1985 12.9 2. 0 13.2 8. 7 8. 6 8. 8 
1986 8.5 20. 0 4. 3 3.8 6.4 6. 0 
1987 11. 1 13.3 5. 7 7. 9 12.0 7. 3 
1988 11. 3 23. 1 6. 8 15.0 23.0 18.5 
1989 4.3 13. 1 -0.8 18.6 15.0 17.8 
1990 3.9 12. 7 2.2 4. 1 -2.6 2.1 
1991 8. 0 12.6 8. 2 6. 2 -2.0 2.9 
1992 13.2 18.5 11. 6 6.8 3.4 5. 4 
1993 13.4 24.8 9. 3 24.0 13.4 13.2 
































































































暦年 国有企業 集団企業 連営企業 株式会社 外資企業 私営企業 個人経営
1952 1580 23 883 
1965 3738 1227 171 
1970 4792 1424 96 
1975 6426 1772 15 
1978 7451 2048 24 
1980 8019 2425 81 
1984 8637 3216 34 339 
1985 8990 3324 38 6 450 
1986 9333 3421 43 12 483 
1987 9654 3488 50 20 569 
1988 9984 3527 63 29 659 
1989 10108 3502 82 43 648 
1990 10346 3549 96 62 57 614 
1991 10664 3628 49 96 68 692 
1992 10889 3393 56 138 98 740 
1993 10920 3393 66 164 133 186 930 










( 6 ) 国家統計局「中国統計年鑑j ・ 1995年版・「第 4 章従業員および賃金J の諸表から作成。企業形
態の中で「連営企業J というのは， r改革」政策進展の中で生まれた新しい企業形態で，国と集団
とが共同で経営する。ほとんどの場合，経営の主導権は市場経済の実際の経験をもっ集団側が掌
握し，国家は出資あるいは融資を引き受けるだけとなる。なお，第 4 ， 5 表で19984年以降だけを
表示し，それ以前はモニュメンタルな年だけを掲げるにとどめた。 1952年は第 1 次 5 ヶ年計画の












1978 2827 30638 
1980 3000 31836 
1984 5208 35968 
1985 6979 37065 
1986 7937 37990 
1987 8806 39000 
1988 9545 40067 
1989 9367 40939 
1990 9265 113 1491 42010 
1991 9609 116 1616 43093 
1992 10625 134 1728 43802 
1993 12345 187 2010 44256 


























































第 1 には， 3 大ピークといわれる 1984， 88, 93年の数字をとってみると(他の年でも程度の
差があっても同様のことが言えるのだが)，いづれの年も，賃金上昇率はGDP増大率および、物













































国人は(括弧内は同じ質問にたいする日本人の回答)，満足25% (10%) ，まあ満足49% (57%) , 
やや不満19% (29%) ，不満 7 % (10%) となっており，プラス回答がいずれも日本人を大きく
上回り，マイナス回答は逆になっている。
「この 5 年間くらいの聞に貴方の生活はよくなりましたか，悪くなりましたか」という質問に
たいしては，とても良くなった28%( 3 %)，少し具くなった56% (15%) ，変わらない 9 %(51%) , 
少し悪くなった 5 % (23%) ，とても悪くなった 2 % (6 %)となっており，これも中国人の方
が， 1 とても」と「少し」を合わせるとプラス回答が84%に達する。日本人は両者合わせて 2 割
に満たない。
15 年後，貴方の生活は今より良くなっていると思いますかJ という質問にたいしては，良く
なる 75% (14%) ，悪くなる 7 % (30%) ，変わらない 9 % (50%) その他・答えない 9 % (6 %) 












式会社化であるが，このことは， 1997年 9 月に開催された中共第15回大会における江沢民主席
の政治報告で初めて公式に明らかにされた。次節でこのことについて述べよう。
(4) インフレーションと国営企業改革











































計画経済のもとではその任務を達成・超過達成し， í優良企業」 ・ 「金のなる木J といわれた
国営企業も，市場経済下では，次第に国の重荷になって「金食い虫」といわれるようになって
きた。




















































( 9 ) 小嶋正己「中国国営企業の合併に対する従業員の意識調査」流通科学大学流通科学研究所ワー















その法律の一番最初の適用・国営企業の破産は， 1985年 8 月の東北工業地帯の中心地・沈陽
























































































業の場合， 喆 x有限公司(集団) J と名乗ることが多いが，その最後の括弧内の集団というの
は，そのような別の法人格を内包しているという意味である。
中国の場合，上海型・四川型両者とも，国営企業の株式会社化の際，発足時に清算をして資



































(13) 小嶋正己「中国社会主義企業の展開J 千倉書房・ 1993年flJ ・第 7 章に詳論した。
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が長蛇の列をつくったのも当然である。
この国営企業の株式会社化に相当の試行期間を経て本格的実施に踏み切り，第15回党大会で
わざわざ江沢民主席が「株式会社の企業形態は社会主義のもとでも利用する価値がある」と言
及したのは，やはり党内あるいは国内に国営企業の株式会社化と全人民所有制は矛盾する，あ
るいは国営企業の株式会社化は社会主義の基礎を掘り崩すという根強い意見があったものと想
像される。第15回党大会の江沢民報告は，この論争に決着がついたという証明である。
どのような論争があったのか明らかでなく文献的にも不詳であるが，全人民所有制が社会主
義=フ。ロレタリアート独裁の物質的基礎であることはいうまでもない。中国独自の社会主義と
いう場合にも，当然この原則は当てはまる。
しかし，全人民所有制の実質は，全人民の・その前衛としての共産党の有効な支配であるは
ずである。かりに全部の国営企業が株式会社化したとしても，上記の簡単な紹介からも明らか
なとおり，国家は，外資系会社・合弁会社は別として，元の国営企業の過半数の株式を直接・
間接に保有しており，その董事会(役員会)の任免権は確実に国家が掌握している。
新しく投資された部分の多くは，株式市場で調達された資金によることになるが，その部分
でも，法制上は全人民所有外であるが，実質的には国家の統制に従属せざるを得ない。あたか
も資本主義諸国における零細株主が大株主に従属するようにである。極端な推論をすれば，理
屈上では，元の国営企業が第三者株主によって次第に蚕食され，ついには企業の支配権を纂奪
される可能性もありうるが，より現実的に考えると，それは権力を掌握している共産党の清潔
さ(大衆の信頼度)と政策的判断の正確さによるところが大きい。
その危倶よりも，目下の中国の緊急の任務は「四つの現代化J であり， とりわけ近代的な・
そして効率的な工業体系の建設である。そのためには，膨大な資金需要をまかなわなければな
らない。企業経営の効率化も急務である。これらの「改革開放」のためには，市場経済の導入・
経済と政治(行政)の分離が不可欠で、ある。その具体的形態が国営企業の株式会社化であり，
特殊な企業を除いてほとんどの国営企業が株式会社化したとき，中国の社会主義の初級段階は
完成することになろう。
最後に末筆ではあるが，海道進先生のこれまでの学恩に深く感謝し，併せて先生の今後ます
ますの御発展と御健康をお祈り申し上げます。
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